
 

給与規則 

 

第１条（目的） 

この規則（以下「規則」という。）は、一般社団法人北中城村観光協会（以下「協会」

という。）が定める就業規則第３２条に基づき、職員の給与について定めることにより、

その適正な運営を図ることを目的とする。 

 

第２条（給与の構成） 

 給与の構成は、次のとおりとする。        

 

給与 ―――――――――― 基 本 給 

       ―――――― 手 当 ―――――― 扶養手当 

     ――― 通勤手当 

     ――― 役職手当 

     ――― 住宅手当 

     ――― 技能・資格手当 

     ――― 特別手当 

     ――― 非常災害時手当 

 

       ―――――― 割増賃金 ―――――― 時間外労働割増賃金 

     ――― 休日労働割増賃金 

     ――― 深夜労働割増賃金 

 

第２条（基本給） 

 基本給は、別表「基本給月額表」のとおりとする。 

 

第３条（扶養手当） 

 扶養手当は、次の家族を扶養している職員に対し支給する。 

（１）配偶者（事実婚・同性婚を含む。） 月額３，０００円  

（２）１８歳未満の子 

１人につき  月額３，０００円 

（３）生計を一にする６５歳以上の父母 

１人につき  月額３，０００円 

 



 2 

第４条（通勤手当） 

 通勤手当の月額は通勤に要する距離に応じ下表に掲げる額を支給する。（ただし１ヶ

月あたりの通勤回数が１５回に満たない者にあっては、下表の額に１００分の５０を

乗じて得た額を減じた額） 

距離区分（片道） 金額 

2キロメートル未満 1,700円 

2キロメートル以上 3キロメートル未満 2,300円 

3キロメートル以上 5キロメートル未満 3,000円 

5キロメートル以上 10キロメートル未満 4,100円 

10キロメートル以上 15キロメートル未満 6,500円 

15キロメートル以上 20キロメートル未満 8,900円 

20キロメートル以上 11,300円 

２  １か月あたりの通勤回数が１０回に満たない者については、これを支給しない。 

３  ２キロメートル未満の距離区分の通勤手当については、所得税法（昭和４０年法律第

３３号）により課税となる。 

 

第５条（役職手当） 

 役職手当は、以下の職位にある者に対し支給する。 

（１）事務局長 月額５０，０００円 

（２）次長   月額３０，０００円 

（３）課長   月額１０，０００円 

（４）係長   月額５，０００円 

２  昇格によるときは、発令日の属する賃金月から支給する。この場合、当該賃金月にお

いてそれまで属していた役職手当は支給しない。 

３  降格によるときは、発令日の属する賃金月の次の賃金月から支給する。 

 

第６条（住宅手当） 

住居手当は、自ら居住するため住宅を借り受け、家賃を支払っている又は購入した職

員に支給する。 

２  住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額とす

る。 

（１） 北中城村内の住宅を借り受ける又は購入した職員 ５，０００円 

（２） 北中城村外の住宅を借り受ける又は購入した職員 ３，０００円 

 

第７条（技能・資格手当） 

 技能・資格手当は、次の資格・技能を持ち、その職務に就く者に対し支給する。 
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職務 資格・技能 金額 

観光案内 
通訳案内士 

実用英語検定準 1級以上 
月額１，５００円 

ツアー商品販売 

総合旅行業務取扱管理者 

国内旅行業務取扱管理者 

地域限定旅行業務取扱管理者 

月額３，０００円 

特別業務手当 
ＩＣＴ環境管理者等の協会の

指名する職員 
月額３，０００円 

 

第８条（非常災害時手当）  

 非常災害時（暴風雨波浪警報発令中を含む。) において待機又は現場への出勤を命ぜ

られた者に対し、１時間あたり５００円支給する。 

 

第９条（特別手当） 

   北中城村内協会会員店舗での飲食に係る経費について、一の年度あたり職員１名に

つき１２，０００円を上限に支給する。なお、一の年度の手当を翌年度に繰り越すこと

はできない。 

２  在宅勤務を命じられた職員に対しては在宅勤務期間中１日につき２００円を支給す

る。なお、在宅勤務時間が一日に満たない場合は、１００円を支給する。 

 

第１０条（割増賃金） 

 時間外労働に対する割増賃金は、次の割増賃金率に基づき、次項の計算方法により支

給する。 

（１）１か月の時間外労働の時間数に応じた割増賃金率は、次のとおりとする。この場合

の１か月は毎月１日を起算日とする。 

① 時間外労働４５時間以下       ２５% 

② 時間外労働４５時間超～６０時間以下 ２５% 

③ 時間外労働６０時間超        ２５% 

（２）１年間の時間外労働の時間数が３６０時間を超えた部分については、２５%とする。

この場合の１年は毎年４月１日を起算日とする。 

（３）時間外労働に対する割増賃金の計算において、前１号及び前号のいずれにも該当す

る時間外労働の時間数については、いずれか高い率で計算することとする。 

２  割増賃金は、次の算式により計算して支給する。 

（１）月給制の場合 

時間単価の計算 

 ｛基本給（月給）＋役職手当＋技能・資格手当｝÷２０日÷７．７５時間（１円



 4 

未満の端数は切り上げる） 

① 時間外労働割増賃金 

時間単価×第１項１号で示した割増率を乗じた額 

② 休日労働割増賃金 

時間単価×１．３５ 

③ 深夜労働割増賃金 

時間単価×０．２５ 

（２）日給制の場合 

時間単価の計算 

 基本給（日給）÷７．７５時間（１円未満の端数は切り上げる） 

時間外労働割増賃金、休日労働割増賃金及び深夜労働割増賃金の計算は月給制の

場合に準ずる 

（３）時間給制の場合 

時間単価の計算 

 基本給（時給）に準ずる 

時間外労働割増賃金、休日労働割増賃金及び深夜労働割増賃金の計算は月給制の

場合に準ずる 

 

第１１条（代替休暇） 

１か月の時間外労働が６０時間を超えた職員に対して、労使協定に基づき、次により

代替休暇を与えるものとする。 

２  代替休暇を取得できる期間は、直前の賃金締切日の翌日から起算して、翌々月の賃金

締切日までの３か月とする。 

３  代替休暇は、半日又は１日で与える。この場合の半日とは、午前(8:30～12:00)又は午

後(13:00～17:15)のことをいう。 

４  代替休暇の時間数は、１か月６０時間を超える時間外労働時間数に換算率を乗じた

時間数とする。この場合において、換算率とは、代替休暇を取得しなかった場合に支払

う割増賃金率５０%から代替休暇を取得した場合に支払う割増賃金率３５%を差し引

いた１５%とする。また、職員が代替休暇を取得した場合は、取得した時間数を換算率

(１５%)で除した時間数については、１５%の割増賃金の支払を要しないこととする。 

５  代替休暇の時間数が半日又は１日に満たない端数がある場合には、その満たない部

分についても有給の休暇とし、半日又は１日の休暇として与えることができる。ただし、

前項の割増賃金の支払を要しないこととなる時間の計算においては、代替休暇の時間

数を上回って休暇とした部分は算定せず、代替休暇の時間数のみで計算することとす

る。 

６  代替休暇を取得しようとする者は、１か月に６０時間を超える時間外労働を行った
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月の賃金締切日の翌日から５日以内に、協会に申し出ることとする。代替休暇取得日は、

職員の意向を踏まえ決定することとする。 

７  協会は、前項の申出があった場合には、支払うべき割増賃金額のうち代替休暇に代替

される割増賃金額を除いた部分を通常の賃金支払日に支払うこととする。ただし、当該

月の末日の翌日から２か月以内に取得がなされなかった場合には、取得がなされない

ことが確定した月に係る賃金支払日に残りの１５%の割増賃金を支払うこととする。 

８  協会は、第６項に定める期間内に申出がなかった場合は、当該月に行われた時間外労

働に係る割増賃金の総額を通常の賃金支払日に支払うこととする。ただし、第６項に定

める期間内に申出を行わなかった職員から、第２項に定める代替休暇を取得できる期

間内に改めて代替休暇の取得の申出があった場合には、協会の承認により、代替休暇を

与えることができる。この場合、代替休暇の取得があった月に係る賃金支払日に過払分

の賃金を精算するものとする。 

 

第１２条（休暇等の給与） 

就業規則第２３条に定める年次有給休暇、同第２５条に定める夏季休暇、同第２６条

に定める長期勤続休暇、同第２７条に定める特別休暇、同第２８条第４項に定める育児

参加休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支払う。 

２  就業規則第３０条第２項に定める生理休暇については月３日以内については有給休

暇とし、４日以上の場合は４日目から無給とする。 

３  就業規則第２８条第１項に定める産前産後の休業期間、同第２９条に定める母性健

康管理のための休暇、同第３０条第１項に定める育児時間、同第３１条に定める育児・

介護休業法に基づく育児休業期間及び介護休業期間及び子の看護休暇期間、無給とす

る。 

４  就業規則第３３条に定める休職期間中は、原則として給与を支給しない。 

５  就業規則第１６条に定める出勤停止期間中は、原則として給与を支給しない。 

 

第１３条（臨時休業の賃金） 

 協会側の都合により、所定労働日に職員を休業させた場合は、休業１日につき労基法

第１２条に規定する平均賃金の６割を支給する。この場合において、１日のうちの一部

を休業させた場合にあっては、その日の賃金については労基法第２６条に定めるとこ

ろにより、平均賃金の６割に相当する賃金を保障する。 

 

第１４条（欠勤等の扱い） 

 就業規則第１７条に定める欠勤、遅刻、早退、私用外出及び傷病による欠勤について

は、基本給から当該日数又は時間分の給与を控除する。なお、日数及び時間については、

当月の累積時間数（１５分単位とし、１５分未満は切り捨てる）により算出する。時間
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数の日数への換算については就業規則第２４条の時間による年次有給休暇と同様とす

る。 

２  前項の場合、控除すべき賃金の１時間あたりの金額の計算は以下のとおりとする。 

（１）月給の場合 

基本給（月給）÷２０日÷７．７５時間（１円未満の端数は切り捨てる） 

（２）日給の場合 

基本給（日給）÷７．７５時間（１円未満の端数は切り捨てる） 

 

第１５条（賃金の計算期間及び支払日） 

 賃金は、毎月末日に締め切って計算し、翌月１０日に支払う。ただし、支払日が休日

に当たる場合は、その前日に繰り上げて支払う。 

２  前項の計算期間の中途で採用された職員又は退職した職員については、月額の賃金

は当該計算期間の所定労働日数を基準に日割計算して支払う。 

 

第１６条（賃金の支払と控除） 

賃金は、職員に対し、通貨で直接その全額を支払う。 

２  前項について、職員が同意した場合は、職員本人の指定する金融機関の預貯金口座又

は証券総合口座へ振込により賃金を支払う。 

３  次に掲げるものは、賃金から控除する。 

（１）源泉所得税 

（２）住民税 

（３）健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の保険料の被保険者負担分 

（４）職員代表との書面による協定により賃金から控除することとした社宅入居料、財形

貯蓄の積立金及び組合費 

 

第１７条（賃金の非常時払い） 

 職員又はその収入によって生計を維持する者が、次のいずれかの場合に該当し、その

ために職員から請求があったときは、賃金支払日前であっても、既往の労働に対する賃

金を支払う。 

（１）やむを得ない事由によって１週間以上帰郷する場合 

（２）結婚又は死亡の場合 

（３）出産、疾病又は災害の場合 

（４）退職又は解雇により離職した場合 

 

第１８条（昇給） 

 昇給は、勤務成績その他が良好な職員について、毎年４月１日をもって行うものとす



 7 

る。ただし、協会の業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合は、行わない

ことがある。 

２  前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、

良好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を１号給とすることを標準として、特に顕

著な成績の者（１名以内）については５号給、顕著な成績の者については３号給（２名

以内）とする。なお、昇給の号給数については協会の経営状況等を勘案して変更する場

合がある。 

３  勤務成績については、次の各号の内容により会長・副会長が判定する。なお、各号の

詳細は別途会長が定める。 

（１）自己評価 

（２）上司評価 

（３）経営方針や組織への特別な貢献 

（４）サンクスカード取得数 

 

第１９条（謝金等の扱い） 

 職員が協会の業務とは別に行政の依頼や行政事業受託事業者等からの依頼で勤務時

間内において、講師、委員等に参加する場合において支給される謝金や交通費について

は受取先を協会とした上で、別途、謝金・交通費に応じた手当を支給する。 

 

第２０条（賞与） 

 賞与は、原則として、下記の算定対象期間の賞与支給日当日に在籍する職員に対し、

協会の業績等を勘案して下記の支給日に支給する。ただし、協会の業績の著しい低下そ

の他やむを得ない事由により、支給時期を延期し、又は支給しないことがある。 

賞与 算定対象期間 支給日 支給額の目安 

夏季賞与 １２月１日から５月３１日 ６月１０日 基本給の１．２５か月 

×期間率＋成績調整 

冬季賞与 ６月１日から１１月３０日 １２月１０日 基本給の１．７５か月 

×期間率＋成績調整 

２ 前項の期間率は算定対象期間６か月以内の期間における職員の勤務期間の区分に応じ

て、下記に定める割合とする。 

勤務期間 割合 

６か月 １００分の１００ 

５か月以上６か月未満 １００分の８０ 

４か月以上５か月未満 １００分の６０ 

３か月以上４か月未満 １００分の４０ 

３か月未満 ０ 
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３  第１項の成績調整は、職員の勤務成績に応じて、下表に定める割合とする。 

勤務成績 加算・減算期間 

最上位（１名以内） 基本給の０．２か月分を加算 

上位（２名以内） 基本給の０．１か月分を加算 

一般 なし 

下位（減給の懲戒を受けた者） 基本給の０．５か月分を減算 

４  前項に定めるに成績調整ついては、次の各号の内容により会長・副会長が判定する。

なお、各号の詳細は別途会長が定める。 

（１）自己評価 

（２）上司評価 

（３）経営方針や組織への特別な貢献 

（４）算定対象期間におけるサンクスカード取得数 

５  賞与の額は第１項の支給額を基準に、第２項の期間率を乗じ、第３項の成績調整を加

算して各人ごとに決定する。 

６  出勤停止以上の懲戒を受けた職員、日給制で就労する職員及び時給制で就労する職

員には、賞与を支給しない。 

 

附 則 

第１条（施行期日） 

 この規則は、令和４年１月１日から施行する。 
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号 職員（1級） 管理職（2級） 号 職員（1級） 管理職（2級） 号 職員（1級） 管理職（2級）

1 146,000 264,000 37 182,000 300,000 73 218,000 336,000

2 147,000 265,000 38 183,000 301,000 74 219,000 337,000

3 148,000 266,000 39 184,000 302,000 75 220,000 338,000

4 149,000 267,000 40 185,000 303,000 76 221,000 339,000

5 150,000 268,000 41 186,000 304,000 77 222,000 340,000

6 151,000 269,000 42 187,000 305,000 78 223,000 341,000

7 152,000 270,000 43 188,000 306,000 79 224,000 342,000

8 153,000 271,000 44 189,000 307,000 80 225,000 343,000

9 154,000 272,000 45 190,000 308,000 81 226,000 344,000

10 155,000 273,000 46 191,000 309,000 82 227,000 345,000

11 156,000 274,000 47 192,000 310,000 83 228,000 346,000

12 157,000 275,000 48 193,000 311,000 84 229,000 347,000

13 158,000 276,000 49 194,000 312,000 85 230,000 348,000

14 159,000 277,000 50 195,000 313,000 86 231,000 349,000

15 160,000 278,000 51 196,000 314,000 87 232,000 350,000

16 161,000 279,000 52 197,000 315,000 88 233,000 351,000

17 162,000 280,000 53 198,000 316,000 89 234,000 352,000

18 163,000 281,000 54 199,000 317,000 90 235,000 353,000

19 164,000 282,000 55 200,000 318,000 91 236,000 354,000

20 165,000 283,000 56 201,000 319,000 92 237,000 355,000

21 166,000 284,000 57 202,000 320,000 93 238,000 356,000

22 167,000 285,000 58 203,000 321,000 94 239,000 357,000

23 168,000 286,000 59 204,000 322,000 95 240,000 358,000

24 169,000 287,000 60 205,000 323,000 96 241,000 359,000

25 170,000 288,000 61 206,000 324,000 97 242,000 360,000

26 171,000 289,000 62 207,000 325,000 98 243,000 361,000

27 172,000 290,000 63 208,000 326,000 99 244,000 362,000

28 173,000 291,000 64 209,000 327,000 100 245,000 363,000

29 174,000 292,000 65 210,000 328,000 101 246,000 364,000

30 175,000 293,000 66 211,000 329,000 102 247,000 365,000

31 176,000 294,000 67 212,000 330,000 103 248,000 366,000

32 177,000 295,000 68 213,000 331,000 104 249,000 367,000

33 178,000 296,000 69 214,000 332,000 105 250,000 368,000

34 179,000 297,000 70 215,000 333,000 106 251,000 369,000

35 180,000 298,000 71 216,000 334,000 107 252,000 370,000

36 181,000 299,000 72 217,000 335,000 108 253,000 371,000

（備考）管理職とは、第５条第１項第１号事務局長から同第３号課長までをいい、職員とはその他の職員
をいう。

第２条関係 別表 
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